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日本政府観光局（JNTO）の発表によると、2018 年の訪日外国人が過去最多の 3119.2 万
人に達し、前年比 8.7％増を記録したという。これらを国別に見ると、トップは訪日中国
人観光客の 838 万人であり、前年比で平均を大幅に超える 13.9％の伸び率であった1。 
2003 年の観光立国を機に、日本政府は訪日外国人のビザが大幅に緩和され、多くの外国
人が日本を訪れるようになった。同年訪日中国人観光客が 45 万人に達し、韓国、台湾、ア
メリカに次ぐ 4 位であった。訪日外国人総数 521 万人に対して、中国人が占める比率は
8.6％であった。しかし、16 年後の 2018 年に同比率は 26.9％に上昇し、訪日外国人総数の
トップに立った。また、同期間の全世界からの訪日外国人総数が 6.0 倍増であったのに対





















                                                 
 








































































   
本研究の基本的姿勢は、ものごとの変化を歴史的視点からとらえ、変化の趨勢を踏まえ
ながら未来にむけての考察に努めるところにある。その際、①先行研究を通じて、コミュ
                                                 
 
3 H illery, G.A.［1955：118］、及びヒラリー（山口弘光訳）［1978：313-314］第三章内容に基づき筆
者のまとめによる。  











































































































































































                                                 
 
6 羽藤雅彦［2016：8］参照。 
7 MacIver, R.M.［1970］Community A Sociological Study: Beingan Attempt to set out the Nature &  







































                                                 
 



























ヒラリー（G.A. Hillery）は 1955 年に「コミュニティの定義―合意の分野」9というタ
イトルの論文を発表し、そのなかで可能な限りの先行研究を収集し、コミュニティという







                                                 
 
9 Hillery, G.A.［1955］“Definition of community: Areas of agreement,” Rural Sociology, Vol.20, No. 

























「a 自己充足性」、「b 共同生活」、「c 同類意識」、「d 共通の目的・手段・規範の所有」、「e 
制度的機関の集積」、「f 地域的集団性」、「g 個体性」の 7 種類に区分されている。また、
第三階層が「2 領域以外の何らかの共通する特質の存在」のもとでは、上記の a～d までの
4 種類しか存在していないことがわかる。また、第三階層が 3～6 のもとでは、第四階層の
区分は必要がなかったことがわかる。ちなみに、「Ⅱ 農村コミュニティ」の「A 社会的相




階層で「b 共同生活」に分類された定義のうち 9 例が親族関係を分類基準に含んでいない
のに対して、2 例が分類基準に含んでいることを示している。 
ここで注目すべきは、「地理的領域」という分類基準について、ヒラリーが以下のよう
                                                 
 









の数    
著   者** 
I 一般的コミュニティ     
A 社会の相互作用     


























g個体性……………………… 2 ⊳ホウ，マッケンジー. 
2 領域以外の何らかの共通 
する特質の存在 
    
a自己充足性………………… 1 ⊳バターフィールド. 









3 社会体系………………… 1 ⊳ヒルとホワイティング. 
4 個体性………………… 3 ⊳ハート，リアオ，ビューズ. 
5 態度の総体…………… 1 ⊳フェアチャイルド. 
6 過程……………………… 2 ⊳フォレット，ケース. 
B 生態学的諸関…………… 3 ⊳マッケンジー,ヒューズ，ホリングスヘッド. 
II 農村コミュニティ     
A 社会的相互作用     
１地理的領域     


































準としている定義は全部で 55 例ある。「Ⅱ 農村コミュニティ」においては「農村」という
領域上の限定を当初より加えているので、15 例の定義すべてが「1 地理的領域」を分類基



















                                                 
 



































                                                 
 
12 前掲書 Hillery, G.A.［1955：118］、及びヒラリー（山口弘光訳）［1978：314］参照。 
13 Wellman, Barry.［1979］“The Community Question: The Intimate Networks of East 











































































                                                 
 



































                                                 
 
16「結束力の弱い心のつながりしかない」の原文は“with weak solidary attachments”である。原訳  
文では「連帯的愛着の弱い」と訳されているが、意味を汲み取りやすくするために修正した。  
17 「都市の異質性」の原文は“heterogeneity of the city”である。原訳文では「都市人口の異質性」  
と訳されているが、明らかな誤りと考えられるので修正した。 


















































































国際観光市場では、6.8 億人であった 2000 年の全世界海外旅行者数は、2020 年に 14 億
















                                                 
 
19 平凡社『世界大百科事典』第２版。 
20 津田昇『国際観光論』東洋経済新報社，1969 年，p.8。 























図表 3-1 観光の効果と観光産業の関連図 
 












































                                                 
 


































































































































































































































                                                 
 
24 電通が提唱するネット時代の消費者購買プロセスモデル。宣伝会議 2005.5.1 号  pp.57-58 に掲載。  

























































































交流の時代を迎えている。既述のように、国際観光市場では、6.8 億人であった 2000 年の
全世界海外旅行者数は、2020 年に 14 億人、2030 年に 18 億人に拡大していく。そのなかで、
世界観光市場の拡大を牽引していると言われる中国においては、海外への観光者数は、2000
年の 1,047 万人から、2018 年 16,199 万人まで急拡大し26、世界の平均伸び率を大幅に上回
る勢いで成長し続けいる。日本においては、2003 年以降の「観光立国」の推進により、同
年の訪日外国人観光者数の 521万人から、2013 年に 1,000 万人を実現し、2018年には 3,119
万人27と、初めて 3000 万人の大台を突破した。これを受けて、日本政府は今後 2020 年に






















                                                 
 
26 『中国統計年鑑』各年版より。 
27 日本政府観光局（JNTO）資料より。  
28 2016 年 3 月日本政府『明日の日本を支える観光ビジョン』より。 
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年初めまでに 2,500 万人、将来的には 3,000 万人の訪日外国人を迎え、経済波及効果約 10
兆円、新規雇用 56 万人の目標を設定し29、観光立国を目指す強い意志を示した。 
これらの努力は功を奏し、2008 年 10 月のリーマン・ショック、及び 2011 年３月の東日
本大震災の影響による訪日外国人の前年度比減少を除けば、その他の年度は軒並み大幅な
増加を実現した。数的には、2013 年に初めて 1,000 万人の大台を突破した後、2018 年には
さらに 3,000 万人の大台を突破するほどの急拡大であった（図表 4-1）。そして、2020 年の
目標（2,500 万人）の前倒しの実現を確認した政府は、2016 年３月に新たな観光ビジョン
『明日の日本を支える観光ビジョン』を策定し、2020 年訪日外国人の目標を 4,000 万人、
2030 年に 6,000 万人に引き上げることを決めたのである。 
 












「観光立国推進基本法」に基づき、政府は 2007 年 6 月に「観光立国推進基本計画」を
打ち出し、同計画は 5 年間の計画期間を経て、2012 年 3 月に閣議決定された（同計画はそ
                                                 
 
29 2009 年 12 月 30 日閣議決定「新成長戦略（基本方針）について」より。 
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2004 年 修学旅行生のビザを免除 
2005 年 団体観光ビザの発給を中国全土に拡大 









を訪問することを条件とし、ビザの有効期間は 3 年間。但し 1 回
の滞在期間は 90 日以内 
2011 年 
2010 年に緩和した年収制限の条件に課されていた「一定の職業上







日以内、有効期限 3 年、さらに高所得者には 5 年有効、一回の滞
在 90 日という条件のビザ発行 




                                                 
 








た結果、2003 年に 45 万人の訪日旅行者数から 2018 年の 838 万人に拡大し、同期間の伸び
率は 18.6 倍で、訪日外国人伸び率増加のトップに立ったのである。例えば、同じ訪日観光




する中国人に対して、一回の訪日滞在期間が 30 日以内、有効期限 3 年、さらに高所得者に








から、2014 年 2 兆円、2015 年 3 兆円、2017 年 4 兆円の大台に乗せるなど、歴史的な記録
を相次いで塗り替え、2018 年には 4.5 兆円と市場規模が拡大し続けている（図 4-3）。同年
の訪日外国人旅行者の１人当たりの旅行支出は、153,029 円であり、これは日本人一人当
たりによる国内旅行の旅行支出（3,6000 円）の 4.25 倍という計算になる31。 
 
図表 4-3 訪日外国人旅行消費額の推移（単位：億円） 
 
出典：日本政府観光庁（JNTO）データより作成 







が大きい。表 4-4 で示すように、訪日外国人ランキング上位 6 か国（地域）のうち、アメ




移していたものが、2015 年に一気に 500 万人に近づき、それまで長年にわたり首位を占め
てきた韓国を抜いて、トップに躍り出た。その後も毎年 100 万人増の勢いで 2018 年の 838
万人に達し、同年訪日外国人総数の 26.9％を占めるに至ったのである（図表 4-4）。 
 






















図表 4-5 国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成比 
 
























































年代 政策内容 政策特徴 
























2002 年 「中国公民出国旅遊管理弁法」策定 






















                                                 
 
32 中華人民共和国国務院 1997 年 3 月発表。  





























大都市では、一人当たり GDP が早くから 1 万ドルを超え、海外旅行が可能な所得水準に到
達していた。また、全国民の平均所得水準を見る、海外旅行が可能な所得水準といわれる
3,000 ドルを超えたのは 2008 年以降である。図 4-7 で示すように、2018 年度現在の一人当




                                                 
 
34 中華人民共和国国務院 2002 年 5 月発表。 
35 中華人民共和国国務院 2013 年 10 月 1 日発表・施行。  
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図 4-7 中国人一人当たり GDP と中国人アウトバンド観光客数の推移 
 









図表 4-8 中国人アウトバウンド観光上位 10 ｹ国（地域） 
年次 2000 2005 2010 2015 2016 2017 2018 
１ 香港 香港 香港 韓国 タイ タイ 日本 
２ マカオ マカオ マカオ タイ 韓国 日本 香港 











































































































2000 年には 1,000 万人の大台を突破した後、2003 年に 2,000 万人、2005 年に 3,000 万人
を突破し、そして、2014 年に１億に近づいた後、2018 年には１億 6,000 万人にまで拡大し










































相対的に短期間が多いが、それでも 5～７日は全体の６割以上を占め、8～13 日の約 3 割を
入れると、全体の 9 割以上の観光者が中長期間のアジア旅行を楽しんでいる実態が分かる。 
同様な傾向は、訪日中国人観光客から確認される（図表 4-10）。2017 年訪日外国人の滞
















いってもよい。20 世紀末の 1999 年には 1 千万人未満であったものが、21 世紀に入ってか






















図表 4-11 海外旅行参加中国人の主要出身都市 
 




金額は 2,577 億ドル（約 29 兆円）で、世界トップであると発表された36。レポートによる
と、2017 年の世界の観光収入は計 1 兆 3,400 億ドル（約 150 兆円）で、中国人旅行者の消
費は全体の 2 割を占める計算となる。このような中国人観光客の消費行動は、日本のイン
バウンド消費にも同様な傾向がみられる。2018年訪日外国人の消費総額の 4.5兆円のうち、







                                                 
 
36 「UNWTO 観光ハイライト 2018 年版」より。 









図表 4-12 訪日中国人観光客の消費金額と他の国との比較（単位：円） 
年 各国平均 中国 台湾 香港 韓国 米国 
2015 年 176,167  283,842  141,620  172,356  75,169  175,554  
2016 年 155,896  231,504  125,854  160,230  70,281  171,418  
2017 年 153,921  230,382  125,847  153,055  71,795  182,071  
出典：観光庁『訪日外国人消費動向調査年度報告書』より 
 











283,842  50,116  42,307  21,908  6,308  161,973  1,230  
100.0% 17.7% 14.9% 7.7% 2.2% 57.1% 0.4% 
2016 年 
231,504  44,126  38,943  19,917  5,014  122,895  609  
100.0% 19.1% 16.8% 8.6% 2.2% 53.1% 0.3% 
2017 年 
230,382  47,690  38,285  18,295  5,550  119,319  1,243  
100.0% 20.7% 16.6% 7.9% 2.4% 51.8% 0.5% 
出典：観光庁『訪日外国人消費動向調査年度報告書』より 
 






に示されるように、平成 25 年（2013 年）以降の菓子類消費額は、年々倍増の勢いで増え














図表 4-15 中国人海外旅行形態の比率（2013～2018 年） 
中国観光客 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 
団体ツアー 60.3% 61.1% 56.2% 45.1% 38.2% 36.2% 





別手配旅行が増えるようになった（表 4-16）。2013 年には 39・7％であった個人旅行の比




















ラリーマンの平均世帯年収は 251.6 万円（15.4 万元）であり、非サラリーマン世帯の平均










2017 年末現在、契約総数は 14 億 7 千万台に達し、国民一人一台が保有する計算になる（図
表 4-16）。 
スマートフォンは 2010 年代に情報収集や通信のみならず、ショッピングの決済手段と
しても不可欠な存在となった。経済産業省が 2018 年 4 月に発表した「キャッシュレス・ビ
ジョン」40によれば、世界各国のキャッシュレス決済比率のうち、日本は 18.4%と低いのに
                                                 
 
38 『外国旅行動向（中国）」https://www.jnto.go.jp/jpn/inbound_market/china02.pdf 参照。 
文中のデータの出典を明記しない項目はいずれ同レポートより。  
39 2017 年 12 月中騰信金融信用信息服務（上海）有限公司と中国家庭金融調査与研究中心（CHFS）が実 
施した調査レポートより。  

















図表 4-17 ウィーチャットアクティブユーザ数の推移 
 
   出典：騰訊（テンセント）の発表により 
 
中国で一般消費者に特によく使われている SNS は、「微博（ウェイボー）」と「微信（ウ
ィーチャット）」である。微信の運営会社である騰訊（テンセント）が 2018 年 6 月末に発
表した結果によると、2018 年 3 月末時点での微信（ウィーチャット）のアクティブな利用
者数は 10 億 8,200 万人に上った（図表 4-17）。スマートフォン利用者の大半が利用してい
ることから、SNS は訪日中国観光客にとって不可欠な情報インフラになっていることに違
いない。 
また、中国人は SNS を日常的に利用している。特によく使われている SNS のチャット
アプリ微信（ウィーチャット）は情報収集・情報交換の手段としてのみならず、微信支付
（ウィーチャットペイ）というキャッシュレス決済システムも利用でき、注文や決済を行
                                                 
 



























中国の人口（2017 年末）は 13 億 9008 万人で、そのうち、都市部の常住人口は 8 億 1347 
万人（58.5％）、農村部の常住人口は 5 億 7661 万人（41.8％）であった42。このうち休日
に外国旅行ができる人々は中間所得層以上となる。「ユーロモニターインターナショナル」
の調査によると、2017年の世帯当たりの年間可処分所得が 1万米ドル以上を記録したのは、


























の旅行に加え、香港、マカオ、台湾への渡航を含む。以下同様）者数は 2014 年に初めて 1 
億人を突破し、2017 年には約 1 億 4273 万人に達した。2017 年の中国人の出境旅行先は、
香港、マカオ、台湾が 6938 万人（日帰り客を含む）と全体の半数以上を占めた。特に香
港は約 4445 万人と、出境旅行者全体の 31.1% を占め、1983 年の親族訪問旅行の開禁から
                                                 
 





の訪日観光旅行は 2000 年 9 月に開始され、この間、訪日中国人数は 2000 年の 35 万人か







2015 年 1 月には、法務大臣が指定するクルーズ船の外国人乗客を対象として、簡易な手
続きで上陸を認める「船舶観光上陸許可」制度が開始された。査証が不要になったことも
あり、初年度の 2015 年は中国から日本へのクルーズ客が 100 万人を超え、2016 年には 169













訪日観光旅行の中国人は 35 万人、訪中観光旅行の日本人は 220 万人で、合わせて 255 万人
であったが、それが 2018 年になると、1,107 万人の規模に拡大し、2000 年に比べ 4.3 倍に
なった。一方、その中身には日中の逆転現象が起きた。中国の 838 万人に対して、日本は






















国内線を合わせた世界の航空旅客数が初めて 40 億人を突破した。（中略）17 年の世界の旅
客数は前年比 7%増の 41 億人だった。好景気を映して、観光、ビジネスの両面で人の移動
が活発だった。（中略）アジア太平洋地域の旅客数は 11%増の 15 億人と地域別で最多だっ









                                                 
 
43 『日本経済新聞』2018 年 9 月 7 日付。  
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の運用開始である。国際航空運送協会（IATA）は、2008 年 6 月 1 日からメンバーの航空会
社（全世界の大規模航空会社をほぼ全て含む）に対し、E チケットのの利用が義務づけら
れた。 












































































図表 4-20 交通手段別外国人日本出入国人数 
 



























図表 4-21 日中間旅客人数と直行便座席供給年間推移 
 
出典：座席供給は IATA SRS Analyser のスケジュールデータ、旅客人数は 
日本政府観光局（JNTO）と中国国家観光局公表の入国旅客数のデータより 
 
図表 4-22 日中間直行便の空港と定期便座席供給数 
 
出典：IATA SRS Analyzer ウェブサイト、2018 年 9 月スケジュールより 
座席供給数は同毎週片道統計より 
 
図表 4-22 は 2018 年 9 月航空旅客輸送ピーク時における直行便の輸送力を示したもので
ある。中国から日本へは 13.2 万座席、日本から中国へは 5.5 万座席が運行されており、両
者の合計は 18．7 万座席に上っている。直行便が運行されている空港は中国に 30 ヵ所、日


















2019 年の夏期運航計画によると、中国からヨーロッパの 31 都市に向かう片道直行便が毎

















































る SARS の流行や 2011 年の東日本大震災など、両国はくり返し重大な局面に立たされてき
たが、そうした紆余曲折を経ながらも、日中関係はゆっくりと前進していった。そしてそ
の間も日中両政府の民間航空関連部署は幾度も協議を重ね、幾度となく日中航空協定を改

















































































2016 年 7 月以降、ピーチ・アビエーション航空による大阪—上海、東京—上海路線、ジ
ェットスター・ジャパン航空による東京—上海、東京—広州、大阪—上海、大阪—広州路線の








い「家族団体」の予約数は 2017 年比で 177％の急増ぶりで、全団体旅行の 10％を占めるほ
どの好調である。また、一人あたりの旅行消費額は 7000 元（当時レート約 11,5000 円）を
超えるほどである。多くの訪日観光客は、数十人規模の団体旅行に満足ができなくなって
いる。 
また、同報告書は 1990 年代、2000 年代生まれの若者を「新世代」と定義し、アウトバ
ウンド観光を引っ張る主力層と位置付けている。2018 年 1～9 月における同世代のアウト
バウンド観光の参加割合は 32％に達したという。この世代は、経済的には独立しつつあり、
また自由を追い求める意思が強く、旅行にかける“金を惜しまない”という考えの持ち主
                                                 
 















ると、4-6 日間の旅行が旅行者全体の 43％を占め、日本での平均滞在時間は 6.2 日という。












Airbnb が発表した「宿泊消費動向報告 2017」によると、2016 年に Airbnb を利用した中
国人観光客は約 160 万人で、同期比 14%増となる47。日本にとって、中国は Airbnb 利用の







                                                 
 
47 2017 年 6 月 8 日  Airbnb ニュース http://www.sohu.com/a/147188091_439726（2019 年５月６日ア  
クセス）。  









































































                                                 
 






成長は旅行消費構造に影響をもたらす最も根本的な要因といえる。2010 年中国の GDP は日









した現象の表れとして、「爆買い」が 2015 年度日本流行語大賞に選ばれるほどであった。 
中国国家統計局によると、2008 年－2018 年の間、国民 1 人当たり GDP は 2.41 万元（当
時レート約 39 万 5000 円）から 6.5 万元（同約 106 万円）に上昇し、その間の年平均上昇
率は 10.4％に達した。これは訪日中国人観光客数の大幅な増加と密接な関係を示す。日本
観光庁 2019 年 3 月の発表（図表 4-5 参照）によると、2018 年訪日観光客のうち、中国人
観光客の消費額が最も高く、総額 15,450 億円に達し、観光消費全体の 34.2％を占めるに













山東省、江蘇省、浙江省まで拡大され、さらに 2005 年 7 月には、それまで 8 つの省と都市
の居住者に限られていた団体旅行ビザの発行緩和は中国全土へ拡大された。 
また、個人旅行のビザ発行は 2009 年 7 月より開始されたが、申請窓口は北京、上海、
広州の日本領事館に限定し、年収 25 万元以上であることが条件であった。その後、2010





2011 年 7 月に、中国全土において、沖縄を目的地とする中国人観光客に対し 3 年間有
効の数次ビザの発行が解禁された。「数次ビザ」のメリットを生かして、日本政府は引き続
き査証発行要件の緩和を進め、2017 年 5 月より中間所得層と高所得層の中国人またはその
家族に対して有効期間が 3 年間と 5 年間数次ビザの発行を開始している。外務省データに





























                                                 
 




































                                                 
 
51 北海道観光局「北海道観光入込客数の推移」





































                                                 
 


























2018 年、日中間の人員交流は 1100 万人を超えた（うち、訪日中国人 838 万人、訪中日
















































                                                 
 

































図表 6-1 訪日中国人観光客対象のアンケート実施 
実施期間 2019 年 2 月 16 日～3 月 15 日 
実施対象 訪日中国人観光客 2028 名 
有効回答 2028 件（男性：752 件、37.1％、女性 1276 件、62.9％） 
実施形態 訪日旅行後無償実施 





質問１、あなたの年齢：24 歳以下、 25～40 歳、 41～60 歳、 61 歳以上 
 
年齢設定は、若年層（24 歳以下）、青壮年層（25～40 歳）、中高年層（41～60 歳）、高齢
層（61 歳以上）向けに設定しており、今回の調査対象は青壮年層（46.0％）、中高年層
























サラリーマン世帯の平均年収は 15.4 万元である55。 今回の調査では、15 万元以下は平均
所得より低い都市世帯に属し、15 万-30 万元は中高所得層、30 万以上は富裕層となる。ア
ンケートにはこれらの 3 つの層が含まれている一方で、中高所得層 41.2％と富裕層 30.6％
                                                 
 

































































































































































質問 20、旅行中に、SNS など駆使して友人と旅行体験を共有しましたか？  
 
回答者の 82.7%が SNS などを使って知人・友人と旅行体験を共有している。これはバー
チャル空間における旅行情報の共有が如何に重要であることを立証する。回答者のうち、










































質問 25、今までの海外旅行の中で、一番再訪したい国や地域はどこですか。  
 




































































































































































































第 14 回日中共同世論調査（図表 7-1）で示すように、日本人の中国人に対する印象は「良
くない」「どちらかというと良くない」の比率は 2005 年の 37.9％から 2018 年の 86.3％に
上昇し続け、一時 90％を超える時期もあった。同様に、中国人の日本人に対する印象は、
同期間の 62.9％から 56.1％で、わずかながら下がってはあったが、日本のピーク時であっ



























図表 7-2 受け入れ側の日本人を対象としたアンケート調査 
 第一グループ（北海道地域） 第二グループ（全国） 
実施期間 2019 年 2 月 16 日から 3 月 15 日まで 
調査対象 北海道観光業務関係者及び居住者 全国各地の居住者 
実施対象 405 名 602 名 
































































































































































































なく、「好感と中立評価」について、全国サンプルの 84.0%対質問 11 の 85.7%、北海道サン














































地域習俗イベント、 歴史記念イベント、  学校・職場イベント、商業イベント、   





























て対応をしていると感じますか？   



















度受けていると感じますか？   
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訪日経験 総人数 選択人数 比率 
1 回 1098 166 15.1% 
2～4 回 546 102 18.7% 
5 回以上 297 102 34.3% 
定住経験者 87 28 32.2% 
合計 2028 398 19.6% 
 
上記のデータをカイ二乗値検定すると、その結果は： 
訪日経験 観測値 O 期待値 E （O-E)^2/E 
1 回 166 215.5 11.36 
2～4 回 102 107.2 0.25 
5 回以上 102 58.3 32.78 
定住経験者 28 17.1 6.99 
カイ二乗値= 51.39 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 











経験も似ている。 2028 人の中国人観光客のうち、682 人が旅行中に日本人の日常的な文化




訪日経験 総人数 選択人数 比率 
1 回 1098 303 27.6% 
2～4 回 546 186 34.1% 
5 回以上 297 149 50.2% 
定住経験者 87 44 50.6% 
合計 2028 682 33.6% 
 
上記のデータをカイ二乗値検定すると、その結果は： 
訪日経験 観測值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
1 回 303 369.2 11.89 
2～4 回 186 183.6 0.03 
5 回以上 149 99.9 24.16 
定住経験者 44 29.3 7.43 
カイ二乗値= 43.5 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 
有意水準 CHIINV( 確率 P , 自由度 K) = 7.81 
帰無仮説は 棄却される 









  アンケートでは、82.7％の回答者が「SNS を使って旅行体験を共有する」と回答した。
サンプルでは訪日経験が「2〜4 回」や「SNS を使って旅行体験を共有する」の回答者は SNS
による共有意欲がより高い。 
 
訪日経験 総人数 選択人数 比率 
1 回 1098 889 81.0% 
2～4 回 546 473 86.6% 
5 回以上 297 242 81.5% 
定住経験者 87 73 83.9% 
合計 2028 1677 82.7% 
 
上記のデータをカイ二乗値検定すると、その結果は： 
訪日経験 観測値 O 期待值 E （O-E)^2/E 
1 回 889 908 0.4 
2～4 回 473 451.5 1.02 
5 回以上 242 245.6 0.05 
定住経験者 73 71.9 0.02 
カイ二乗値= 1.49 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 















訪日経験 総人数 選択人数 比率 
1 回 1098 886 80.7% 
2～4 回 546 442 81.0% 
5 回以上 297 247 83.2% 
定住経験者 87 77 88.5% 
合計 2028 1652 81.5% 
 
上記のデータのカイ二乗値検定すると、その結果は： 
訪日経験 观测值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
1 回 886 894.4 0.08 
2～4 回 442 444.8 0.02 
5 回以上 247 241.9 0.11 
定住経験者 77 70.9 0.53 
カイ二乗値= 0.73 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 
有意水準 CHIINV( 確率 P , 自由度 K) = 7.81 
帰無仮説は 棄却されない 





















訪日経験 総人数 選択人数 比率 
1 回 1098 237 21.6% 
2～4 回 546 164 30.0% 
5 回以上 297 94 31.6% 
定住経験者 87 35 40.2% 
合計 2028 530 26.1% 
 
上記のデータをカイ二乗値検定すると、その結果は以下のとおりである。 
訪日経験 观测值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
1 回 237 287 8.7 
2～4 回 164 142.7 3.18 
5 回以上 94 77.6 3.46 
定住経験者 35 22.7 6.61 
カイ二乗値= 13.25 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 













参加興味 総人数 選択人数 比率 
興味がある 1652 1416 85.7% 
興味がない 376 261 69.4% 
合計 2028 1677 82.7% 
 
上記のデータのカイ二乗値検定した結果は次のとおりである。 
参加興味 观测值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
興味がある 1416 1366.1 1.82 
興味がない 261 310.9 8.02 
カイ二乗値= 9.84 
自由度 K=（2-1）*（2-1）= 1 
確率 P= 0.05 
有意水準 CHIINV( 確率 P , 自由度 K) = 3.84 
帰無仮説は 棄却される 






































交流経験 総人数 積極な印象 比率 
経験がなく 499 115 23.0% 
簡単な対話 359 114 31.8% 
深く話し合い 52 32 61.5% 
友人になった 78 46 59.0% 
合計 988 307 31.1% 
 
上記のデータのカイ二乗値検定すると、その結果は： 
交流経験 观测值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
経験がなく 115 155.1 10.35 
簡単な対話 114 111.6 0.05 
深く話し合い 32 16.2 15.53 
友人になった 46 24.2 19.54 
カイ二乗値= 45.47 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 
有意水準 CHIINV( 確率 P , 自由度 K) = 7.81 
帰無仮説は 棄却される 











交流経験 総人数 消極な印象 比率 
経験がなく 499 194 38.9% 
簡単な対話 359 114 31.8% 
深く話し合い 52 10 19.2% 
友人になった 78 22 28.2% 




交流経験 观测值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
経験がなく 194 171.7 2.89 
簡単な対話 114 123.5 0.74 
深く話し合い 10 17.9 3.48 
友人になった 22 26.8 0.87 
カイ二乗値= 7.98 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 
有意水準 CHIINV( 確率 P , 自由度 K) = 7.81 
帰無仮説は 棄却される 















交流経験 総人数 選択人数 比率 
経験がなく 490 35 7.1% 
簡単な対話 344 49 14.2% 
深く話し合い 46 14 30.4% 
友人になった 77 23 29.9% 







交流経験 観測值 O 期待值 E （O-E)^2/E 
経験がなく 35 62 11.73 
簡単な対話 49 43.5 0.7 
深く話し合い 14 5.8 11.52 
友人になった 23 9.7 18.07 
カイ二乗値= 42.01 
自由度 K=（4-1）*（2-1）= 3 
確率 P= 0.05 




























図表 8-1 訪日中国人消費金額と他国人との比較、及び支出構成比」 
年 
訪日外国旅行者平均と主要国･地域一人あたり旅行支出｛円/人） 
各国平均 中国 台湾 香港 韓国 米国 
2015 年 176,167  283,842  141,620  172,356  75,169  175,554  
2016 年 155,896  231,504  125,854  160,230  70,281  171,418  




























































る。特に、中国人観光客が SNS の活用による日本旅行経験の共有と答えた比率は 82.7％、







































































































































































































































界遺産プロジェクトをユネスコに提出し続けてきた。2018 年現在、中国は合計 53 件の世
界遺産（36 項目の世界文化遺産、4 項目の世界複合文化遺産、13 項目の世界自然遺産）が










































 2000 年前後、日本では中国旅行ブームが起き、その後の 2010 年には中国を訪れる日本
人観光客数は史上最高の 373 万人に達した。しかし、その後、様々な影響により、訪中日
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１、您的性别： 男 ，女。 
２、您的年龄层：24 岁以下，25-40 岁，41-60 岁，61 岁以上。 
３、您的学历：高中中专及以下，大专大本，硕士以上。 
４、您的身份：学生或没在工作、公司职员或公务员、自由职业、退休。 
５、您大致的家庭年收入水平：不到 15 万元、15-30 万元、超过 30 万元。 
６、您的日语能力：不具备、初级~中级水平，工作水平。 
７、您的旅日经验：本次初次、2~4 次、5 次以上、在日本定居过。 
８、一般而言，您休假旅游时选择目的地的主要因素是什么？ 
   个人兴趣爱好、亲友口碑推荐、媒体推广或旅行社营销、旅行价格因素。 
９、本次旅行，您选择了日本而不是其它目的地，主要的原因是（可多选）： 
   日本特定的旅游资源、对日本文化的兴趣、对日本社会的亲近感、 
日本特有的商品或服务、旅行便利性（时差少、治安好等）、旅行价格上的考虑。 
10、本次赴日旅游，从预算上考虑，对您而言是怎样的消费： 
   廉价实惠的、普通平常的、高价奢侈的、非常困难特别准备的。 
11、本次赴日旅行，您的总体感受： 
    非常满意、基本满意，不太满意，很不满意。 
12、在赴日旅行过程中，哪些体验最令您感到愉悦？（最多可选三项） 
    景点名胜、美食、购物、传统文化体验、优质服务态度、 
    良好社会环境（环境整洁、治安好等）、参加特定活动、其它。 
13、您为自己及家人，在日本购买并带回中国的商品主要是什么（最多可选三项）？ 
    没有购买、景点纪念品、土产点心、食品饮料烟酒等日常消费品、药妆保健品、 
    服饰鞋帽、家用电器、书报漫画游戏等文化商品、国际品牌奢侈品、其它。 
14、本次旅行中，您是否为中国国内亲友购买了日本商品？ 
    我为亲友买、亲友请我帮忙买、两种情况都有、两种情况都没有。 
15、您为亲友，在日本购买并带回中国的商品主要是什么（最多可选三项）？ 
    没有购买、景点纪念品、土产点心、食品饮料烟酒等日常消费品、药妆保健品、 
    服饰鞋帽、家用电器、书报漫画游戏等文化商品、国际品牌奢侈品、其它。 
16、实体购物外，您是否体验了日本服务业（如美容、医疗等）？有、没有。 
17、如果前一问题您回答有，请问您体验了什么服务？          
18、旅行中，您是否注意到某些日本民众的日常文化活动在进行？有、没有。 
19、如果前一问题您回答有，请问您看到了什么活动？          
20、假如有机会参加日本民众的日常文化活动，您有兴趣吗： 
    有兴趣、没有兴趣。 
21、如果有机会参加，您对哪类日本民众的日常文化活动感兴趣（可多选）？ 




    公开发布（微博、BBS 等）、只与熟人分享（微信朋友圈等）、不分享。 
23、如果您使用社交网络服务（SNS）分享了旅行体验，您最喜欢分享的内容是： 
    景点名胜、美食、购物、传统文化体验、优质服务态度、 
    良好社会环境（环境整洁、治安好等）、参加特定活动、其它。 
24、本次赴日旅游，从实际体验和旅行价格上综合考虑，您的感受是？ 
     感受很好而价格实惠、感受与价格基本匹配、 
     感受还好但价格偏贵、与价格比感受不够好。 
25、您是否有意愿再次赴日旅游？ 
    肯定会再来、大概会再来、大概不会再来、不会再来。 
26、如果您有意愿再次访日，主要原因是什么（可多选）： 
    旅游资源好、文化社会认同度高、优质的商品和服务、有当地亲友、其它原因。 
27、目前为止您去过的旅游目的地中，您最希望再次访问的国家或地区是： 
日本、 其它国家或地区、 不是很确定。 
28、如果前一问题您回答其它国家或地区，请您告诉我们是哪里？       
29、本次旅行后，您是否会推荐亲友赴日旅游？ 
    肯定会推荐，大概会推荐、大概不会推荐、肯定不会推荐。 
30、在本次旅行中，您是否有机会和当地日本民众交流？ 




    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
32、“本次赴日旅行体验，使我对日本的评价（国家、社会、文化、民众）更为积极。"  
    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
33、“本次赴日旅行体验，使我今后会更加关注日本相关的文化商业动态。” 
您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
34、如果前一问题您表示赞同，请问您会更关注哪些方面：              
35、“本次赴日旅行后，我会投入精力尝试学习日语或深入理解日本文化。” 
    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
36、“有机会的话，我有希望再次购买的日本商品或再次体验的日本服务。” 
您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
37、如果前一问题您表示赞同，请问是什么商品或服务：              
38、“本次赴日旅行后，我对中国国内销售的日本品牌商品或服务的认同度有所提高。” 
    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
39、“本次赴日旅行体验，会使我在中国国内的日常生活习惯或观念有所变化。” 
    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
40、如果前一问题您表示赞同，请问是什么观念：              
41、“本次赴日旅行体验，会使我今后更友善的对待在中国国内遇到的日本人。“ 
    您的赞同程度：非常赞同、基本赞同、不太赞同、完全不赞同 
42、假如今后有日方在中国国内组织文化交流活动，您的参加意愿是： 
    会尽可能去参加、有空的话会参加、有趣的话才会参加、 
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    大概不会参加、肯定不会参加。 
































質問 14、もし中国人観光客があなたによい印象を与えた場合、その理由は：            




見たことがある（そのイベントは       です。）、特にない。 
質問 18、観光以外では、地元のどんな文化活動・イベントなら、中国人観光客により深く日本文化を理解
してもらえると思いますか？（複数回答可） 
地域習俗イベント、 歴史記念イベント、  学校・職場イベント、 
商業イベント、   冠婚葬祭イベント 
質問 19、近年、日本を訪れる中国人観光客は増え続けていますが、その結果あなたの中国（国家・文化・
民衆を含む）に対する親近感は変化しましたか？ 
  より強まった、 変わらない、 より弱まった、 わからない。 
質問 20、中国人観光客が増え続けているので、地元の商業施設は中国人観光客に的を絞って対応をしてい
ると感じますか？   
感じる、 なんとなく感じる、 あまり感じない、 まったく感じない。 
もし感じるなら、それはどんな対応ですか？         
質問 21、中国人観光客が増え続けているので、地元の日常生活は中国文化の影響をある程度受けていると
感じますか？   
感じる、 なんとなく感じる、 あまり感じない、 まったく感じない。 
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もし感じるなら、それはどのような影響ですか？         
質問 22、近年日中関係が改善し、日本政府は中国人観光客の訪日ビザ取得を一層緩和していますが、これ
について、あなたの感想は： 
   より多くの中国人観光客の訪日を歓迎する、    支持も反対もしない、 










  地元は東京と大阪に比肩する中国人観光客の訪日の主要な目的地になって欲しい。 
  より多くの中国人観光客の訪日を歓迎するが、地元のこれ以上の観光地化は望まない。 
  大量の中国人観光客が集中的に地元を訪れることは望まない。 
  わからない。 
質問 25、より多くの中国人観光客を日本に誘致するために、もし中国からの資本が日本に商業開発プロジ
ェクト（ホテル、リゾート、ゴルフ場など）を始めようとした場合、あなたの感想は： 
  合法的な投資なら歓迎する、  支持も反対もしない、  
あまりにも多くの中国資本が現地に参入するのは希望しない。 
中国からの資本なら反対する、  わからない。 
質問 26、もし中国の富裕層が日本に不動産を購入して日本に移住するとしたら、あなたの感想は： 
  合法的な投資なら歓迎する、         支持も反対もしない、  
  これ以上の中国人移住者を受け入れたくない、 わからない。 
質問 27、もしあなたの地元に横浜・池袋・神戸のような大型中華街が出現するとしたら、あなたの感想は：




知っている（それは      です）、知らない。 
質問 29、あなたの知っている範囲に、日本にもあって欲しい中国ブランドの商品・サービスがありますか？  
ある、それは    です、     中国のブランドをある程度を知っているが特にない、 
中国のブランドをよく知らないから特にない。 
質問 30、日本を訪れる中国人観光客について、あなたの自由コメント：                          
質問 31、日本への移住を希望する外国人について： 
歓迎する、国籍による、人による、歓迎しない、どちらともいえない 
質問 32、国籍によると答えた人に質問、どの国・地域の人なら歓迎しますか（複数回答可）： 
米州、欧州、中東、アフリカ、アジア、大洋州。 
質問 33、アジアと答えた人に質問、どの国・地域の人なら歓迎しますか（複数回答可）： 
中国大陸、香港・マカオ・台湾、韓国、 
東南アジア（シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピンなど）、 
西アジア・南アジア（インドなど） 
質問 34、人によると答えた人に質問、どんな人なら歓迎しますか（複数回答可）： 
リタイヤーした富裕層、地域社会に貢献できる職業人（料理人など）、 
現地での企業設立経営者、投資家、作家・芸術家等文化人 
ご協力ありがとうございました。 
